


 

は じ め に 
 
 今回の公表対象は、地方自治法第２４３条の３第１項及び東京都北区「財政事情」の作成及び 
公表に関する条例（昭和２３年３月東京都北区条例第３号）に基づき作成された平成３０年１０ 
月１日から平成３１年３月３１日までの本区の財政状況です。 
 はじめに、令和元年度当初予算の概況についてお知らせします。 
 
                      １ 令和元年度当初予算の概況 
 

平成３１年１月に閣議決定した政府の経済見通しでは、平成３１年度の日本経済は、「人づくり革

命」と「生産性革命」への取組みにより、内需を中心とした堅調な景気回復が見込まれており、この

結果、国内総生産の実質成長率は１.３％程度、名目成長率も２.４％程度になると見込まれています。

しかし、通商問題が世界経済に与える影響や海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響等に留

意する必要があり、地方財政への影響が懸念されるところです。 

令和元年度当初予算編成においては、喫緊の課題への対応を図るとともに、各種計画との整合性を

図りつつ、２つの最重要課題と３つの優先課題を中心に、限られた資源を効率的かつ重点的に配分し、

新たな事業の構築やレベルアップを図りました。一方で、「北区経営改革プラン２０１５」に基づく

既存事業の見直しを図るとともに、基金の積立てと活用、将来負担を考慮した特別区債の発行により、

必要な財源確保に努めました。また、令和元年度は、新時代の到来とともに、誰もがチャレンジでき

る期待感にあふれる年となります。区民一人ひとりが、夢と希望を持ち、各々のステージで活躍する

ことができる「人が輝く、まちが輝く、未来が輝く ふるさと北区」の実現に向け、区政の課題を着

実に解決し、未来に向けて歩みを、そして輝きをつなぐ積極的予算としています。 
「地震・水害に強い安全・安心なまちづくりに全力」の取組みでは、震災対策として、災害備蓄倉庫

に保管する備蓄物資について、災害発生時の早期かつ確実な被災者への配布に備え、物流業界の専門的

な手法を取り入れた管理の仕組みを検討します。また、東京都施工の隅田川護岸工事にあわせ、災害時

の物資輸送の拠点となる（仮称）志茂防災船着場を整備します。あわせて、木造住宅密集地域である志

茂地域の主要生活道路における都市防災機能を強化するため、引き続き、無電柱化に取り組みます。水

害や土砂災害への対策では、荒川の氾濫を想定し、避難方法や避難経路等を定める大規模水害避難計画

の策定に着手するとともに、引き続き、がけ・擁壁等の現況調査を行い、区内全域の調査を完了します。 
「長生きするなら北区が一番」の実現では、「北区版地域包括ケアシステムの構築」に向けた取組み

を推進します。区民の健康づくりの支援では、生活習慣病を予防するため、「ヘルシータウン２１（第

二次）」に基づく取組みを継続するとともに、「ウォーキングポイント事業」を本格実施します。高齢者

への支援では、介護と医療の連携を強化するため、医療社会資源調査を実施するとともに、病院が保有

する救急車を活用し、在宅療養患者を病院に搬送する事業に対し補助を行います。高齢者の快適な住環

境の確保では、特別養護老人ホーム上中里つつじ荘の大規模改修に向けた設計に取り組みます。また、

旧赤羽中学校跡地を活用し、民間医療法人等による介護老人保健施設等複合施設を整備・誘導します。 
障害者への支援では、在宅生活を送る医療的ケアの必要な重症心身障害児等に対し、在宅での訪問看

護師による健康管理等の支援を行います。 
「子育てするなら北区が一番」をより確かなものにする取組みでは、保育所待機児童が発生している
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地域等を中心に定員拡大を図るとともに、学童クラブの受入れ定員を２９５名拡大します。子育て支援

では、「産後ショートステイ事業」について、利用日数を拡大するとともに、自己負担を２３区で最も

利用しやすい水準まで軽減するほか、保育施設における子どもの使用済み紙オムツについて、施設での

廃棄処分に取り組み、保護者の負担軽減を図ります。教育分野については、小学校３、４年生の授業へ

の外国人講師の派遣時間を拡大するほか、「中学校スクラム・サポート事業」において、新たに理科の

個別指導の取組みをモデル実施します。また、「本気でチャレンジ教室」を拡大し、冬季休業中に、中

学校３年生へ入試直前講座を実施するほか、英語・国語・数学の検定料の全額補助を拡大します。学校

の改築等では、王子第一小学校等の改築、神谷中サブファミリー施設一体型小中一貫校等の設計に取り

組むとともに、飛鳥中学校におけるリノベーションモデル事業に着手します。 
まちづくりの分野では、十条駅西口地区市街地再開発事業における権利変換計画認可後に生じる、権

利者への補償費等を計上します。また、「王子駅周辺まちづくり整備計画」の策定に引き続き取り組む

ほか、赤羽一丁目地区における再開発事業を支援します。駅周辺のバリアフリー化整備では、板橋駅周

辺について、滝野川桜通りの第三期工事等を行います。公園等の整備では、公園整備等の今後の指針と

なる公園総合整備構想の策定に着手するとともに、引き続き、マーケットサウンディング調査の結果に

基づき、Ｐａｒｋ－ＰＦＩの導入に向けた検討を行います。水辺空間の形成では、豊島五丁目の荒川緑

地の有効活用に向け、基本計画の策定等に取り組みます。 
「東京２０２０大会」を見据えた北区の取組みでは、「ROUTE２０２０ トレセン通り」の周辺に

ついて、大会競技の紹介看板や照明柱を設置するとともに、周辺の街路灯等に「東京２０２０大会」の

フラッグを設置します。あわせて、地域情報アプリを活用し、トレセン通りを中心とした地域資源の魅

力や大会に関する情報を発信していきます。さらに、北区での事前キャンプ実施国であるハンガリーの

文化等をテーマとしたイベントを開催し、ハンガリーの関係者と区民との交流機会を設け、国際理解を

醸成します。また、ボランティアの育成や障害者スポーツの理解・啓発にも力を入れていきます。 

「北区まち・ひと・しごと創生総合戦略」を踏まえた「ふるさと北区」の推進については、北区ゆか

りの人と連携したシティプロモーションの取組みや、（仮称）芥川龍之介記念館整備の検討を進めます。

また、女性の活躍を推進するため、大学等と連携し、育児休業中の女性を対象としたセミナーを開催す

るほか、高齢者の就労や社会参加につながる「いきがい」を創出するための施策を検討します。 

◎令和元年度財政規模 
 

会 計 区 分 令和元年度 

当初予算額 
平成30年度 

当初予算額 比    較 
 対前年度  
 増 減 率 

 

 一 般 会 計 
千円 

    158,011,000 
            千円 
    155,698,000 

       千円 
 2,313,000 

        % 
      1.5 

 国民健康保険事業会計    37,962,095      40,158,177 △2,196,082     △5.5 

 中小企業従業員退職金等 
 共 済 事 業 会 計 451,782         114,613 337,169    294.2 

 介 護 保 険 会 計 32,614,517      30,256,809 2,357,708      7.8 

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 8,840,122       8,695,309 144,813   1.7 

    合     計 237,879,516     234,922,908 2,956,608      1.3 
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◎一般会計当初予算

  （歳　入）

令和元年度 平成30年度 対前年度

予算額 予算額 増 減 率
千円 千円 千円 ％ ％

株 式 等 譲 渡 所 得 割

交 付 金

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税

交 付 金

款 比較 構成比

6.4 0.3

1 特 別 区 税 29,859,000 29,078,000 781,000 2.7

126,000 84,000 42,000 50.0

18.9

2 地 方 譲 与 税 478,930 450,000 28,930

0.1

4 配 当 割 交 付 金 488,000 307,000 181,000 59.0 0.3

3 利 子 割 交 付 金

5 287,000 264,000 23,000 8.7 0.2

△ 49.6 0.1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 5,844,000 5,912,000 △ 68,000 △ 1.2

552,234 208,000 344,234 165.5

3.7

7 自動車取得税交付金 125,000 248,000 △ 123,000

0.4

10 特 別 区 交 付 金 54,100,000 54,700,000 △ 600,000 △ 1.1 34.2

9 地 方 特 例 交 付 金

0.0

11 21,000 23,000 △ 2,000 △ 8.7 0.0

2,735,514 2,795,443 △ 59,929 △ 2.1

12 8,000 8,000 0 0.0

1.7

14 使 用 料 及 び 手 数 料 2,979,767 2,875,985 103,782 3.6 1.9

13 分 担 金 及 び 負 担 金

9.4 7.2

15 国 庫 支 出 金 29,346,438 27,317,981 2,028,457 7.4

97,231 165,863 △ 68,632 △ 41.4

18.6

16 都 支 出 金 11,363,091 10,390,272 972,819

0.1

18 寄 付 金 1 1 0 0.0 0.0

17 財 産 収 入

0.0 1.1

19 繰 入 金 9,990,686 11,035,263 △ 1,044,577 △ 9.5

3,541,108 3,644,192 △ 103,084 △ 2.8

6.3

20 繰 越 金 1,800,000 1,800,000 0

2.2

22 特 別 区 債 4,224,000 4,391,000 △ 167,000 △ 3.8 2.7

21 諸 収 入

100.0  歳  入  合  計 158,011,000 155,698,000 2,313,000 1.5

0.08 環 境 性 能 割 交 付 金 44,000 0 44,000 皆増
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  （歳　出）

令和元年度 平成30年度 対前年度

予算額 予算額 増 減 率
千円 千円 千円 ％ ％

款 比較 構成比

8.1 11.2

1 議 会 費 809,668 778,973 30,695 3.9

83,354,917 81,911,347 1,443,570 1.8

0.5

2 総 務 費 17,691,469 16,362,262 1,329,207

52.7

4 衛 生 費 4,995,801 4,702,122 293,679 6.2 3.2

3 福 祉 費

1.9 1.8

5 環 境 費 4,897,216 4,876,778 20,438 0.4

15,589,873 12,501,250 3,088,623 24.7

3.1

6 産 業 経 済 費 2,883,759 2,828,971 54,788

9.9

8 教 育 費 20,650,016 22,159,765 △ 1,509,749 △ 6.8 13.1

7 土 木 費

△ 45.9 2.0

9 公 債 費 3,740,508 3,462,167 278,341 8.0

200,000 200,000 0 0.0

2.4

10 諸 支 出 金 3,197,773 5,914,365 △ 2,716,592

0.1

  歳　出  合  計 158,011,000 155,698,000 2,313,000 1.5 100.0

11 予 備 費
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２ 平成３０年度予算の概況 
 

平成３０年度は、「北区経営改革プラン２０１５」に基づく歳入確保と歳出抑制、基金と起債の効

果的な活用などにより、必要な財源を確保し、中期計画や各種計画に基づく事業の構築やレベルアッ

プなどを図り、「北区版総合戦略」に掲げる北区の個性や魅力発信の施策充実にも取り組みました。

また、平成３０年度は、新たな時代の幕開けを予感させる年であり、区民の誰もが、ゆとりと豊かさ、

そして地域への愛着を持つことができる「人が輝く、まちが輝く、未来が輝く」魅力ある北区づくり

に向け、事業を着実に推進して未来への歩みを進める予算としました。 
「地震・水害に強い安全・安心なまちづくりに全力」の取組みでは、東京都による避難場所の見直し

を踏まえ、防災地図を作成しました。震災対策では、自主防災組織のＣ級ポンプを３年間で更新し、不

燃化特区内の自主防災組織にスタンドパイプセットを追加配備したほか、避難所開設用本部キットを全

避難所６０か所に配備し、福祉避難所５２か所には発電機１台を配備しました。 
「長生きするなら北区が一番」の実現では、スマートフォンアプリを活用した「ウォーキングポイン

ト事業」を開始したほか、３０代を対象とした若年健診の開始、胃がん検診における内視鏡検査の導入、

口腔機能維持向上健診など、自ら取り組む健康づくりを支援しました。 
「子育てするなら北区が一番」をより確かなものにする取組みでは、認可保育所や小規模保育事業の

拡充により保育定員を拡大しました。子どもの未来応援の取組みでは、ひとり親家庭等学習支援事業の

拡充や、子どもの居場所づくり活動（子ども食堂）事業の実施場所拡大の支援を行いました。 
 平成３０年度は、施策の推進を図るために５回の補正を行いました。６月補正では、（仮称）芥川龍

之介記念館整備費の計上などの補正を行いました。９月補正では、保育所改修費の増額や区有施設ブロ

ック塀等安全対策費の計上などの補正を行いました。１１月補正では、子ども家庭支援センター事業費

の増額などの補正を行いました。２月補正では、共同生活援助等給付費の増額や、学校改築事業費（小・

中学校）の減額などの補正を行いました。３月補正では、プレミアム付商品券事業費について計上しま

した。 

  ◎平成３０年度最終予算額    
   会   計   区   分   当 初 予 算 額   補 正 予 算 額   計(最終予算額) 

 
 一 般 会 計 

              千円 
    155,698,000 

             千円 
  △4,866,307 

               千円 
    150,831,693 

 国 民 健 康 保 険 事 業 会 計      40,158,177   △1,834,888      38,323,289 

 中小企業従業員退職金等共済事業会計         114,613 0         114,613 

 介 護 保 険 会 計      30,256,809    1,187,411      31,444,220 

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 8,695,309      14,458     8,709,767 

        合     計     234,922,908   △5,499,326    229,423,582 

 今回は、これらの補正予算のうち、１１月、２月の定例区議会で議決された補正予算のあらましを

お知らせします。なお、補正予算の議決は、１１月議会が１２月５日、２月議会（２月・３月補正）

が３月６日です。 
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３ 平成３０年度補正予算（下半期） 
 

 １ 一般会計 

 

（１）補正予算第３号（１１月）主要事業 

○区民センター管理費（減額） △１９，２７５千円 

○子ども家庭支援センター事業費（増額） ９，９１９千円 

○生活保護法施行事務費（増額） ４，５８８千円 

○保健所管理運営費（減額） △２３,１３０千円 

○予防接種費（増額） ６,７５７千円 

○学校諸料金等（小学校）（増額） ５４,３４５千円 

 

（２）補正予算第４号（２月）主要事業 

○共同生活援助等給付費（増額） ５５,０００千円 

○特別養護老人ホーム等建設費補助費（減額） △２５６,２６６千円 

○私立保育所整備費助成費（減額） △３２１,８６０千円 

○生活保護法に基づく保護費（減額） △４４２,４８０千円 

○橋梁架替整備事業費（減額） △１２０,２７０千円 

○公共防災船着場整備費（減額） △２６４,００９千円 

○密集住宅市街地整備促進事業費（減額） △２７９,６３８千円 

○学校改築事業費（小学校）（減額） △６５８,５００千円 

○学校改築事業費（中学校）（減額） △２７８,５００千円 

○職員給与費等（減額） △４７６,５００千円 

○各種事業費補正（増額分及び減額分を相殺） △３,９１４,５４１千円 

 

（３）補正予算第５号（３月） 

 ○プレミアム付商品券事業費 ３２１，３９６千円 
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（４）補正予算第３号（１１月)・４号（２月）・５号（３月）の概要

  （歳　入）

千円 千円 千円 千円 千円 ％

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税

交 付 金

款
前期までの

予算額
補正予算額
（第3号）11月

補正予算額
（第4号）2月

補正予算額
（第5号）3月

予算額計 構成比

1 特 別 区 税 29,078,000 0 260,000 0 29,338,000 19.5

2 地 方 譲 与 税 450,000 0 0 0 450,000 0.3

3 利 子 割 交 付 金 84,000 0 0 0 84,000 0.1

4 配 当 割 交 付 金 307,000 0 0 0 307,000 0.2

5
株式等譲渡所得割
交 付 金

264,000 0 0 0 264,000 0.2

6 地方消費税交付金 5,912,000 0 0 0 5,912,000 3.9

7 自動車取得税交付金 248,000 0 0 0 248,000 0.2

8 地 方 特 例 交 付 金 208,000 0 0 0

9 特 別 区 交 付 金 54,700,000 0 1,588,000 0

0 0 0 23,000

208,000 0.1

56,288,000 37.3

0.0

11 8,000 0 0 0 8,000 0.0

10 23,000

12 分担金及び負担金 2,795,443 0 △ 22,019 0 2,773,424 1.8

13 使用料及び手数料 2,875,985 0 △ 6,000 0 2,869,985 1.9

14 国 庫 支 出 金 27,501,987 1,516 △ 1,303,482 321,396 26,521,417 17.6

15 都 支 出 金 10,466,486 0 △ 820,888 0 9,645,598 6.4

16 財 産 収 入 165,863 0 11,248 0 177,111 0.1

17 寄 付 金 1 0 15,066 0 15,067 0.0

18 繰 入 金 11,975,770 31,688 △ 6,324,767 0 5,682,691 3.8

19 繰 越 金 2,297,247 0 0 0 2,297,247 1.5

20 諸 収 入 3,682,875 0 △ 78,722 0 3,604,153 2.4

21 特 別 区 債 4,391,000 0 △ 276,000 0 4,115,000 2.7

100.0 歳  入  合  計 157,434,657 33,204 △ 6,957,564 321,396 150,831,693
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  （歳　出）

千円 千円 千円 千円 千円 ％

款
前期までの

予算額
補正予算額
（第3号）11月

補正予算額
（第4号）2月

補正予算額
（第5号）3月

予算額計 構成比

1 議 会 費 785,973 0 0 0 785,973 0.5

2 総 務 費 16,651,435 △ 19,275 △ 666,150 0 15,966,010 10.6

3 福 祉 費 82,936,814 14,507 △ 2,728,029 0 80,223,292 53.2

4 衛 生 費 4,897,478 △ 16,373 △ 166,394 0 4,714,711 3.1

5 環 境 費 4,877,778 0 △ 42,544 0 4,835,234 3.2

6 産 業 経 済 費 2,828,995 0 △ 55,808 321,396 3,094,583 2.0

7 土 木 費 12,657,028 0 △ 1,971,353 0 10,685,675 7.1

8 教 育 費 22,222,624 54,345 △ 1,378,511 0 20,898,458 13.9

9 公 債 費 3,462,167 0 0 0 3,462,167 2.3

10 諸 支 出 金 5,914,365 0 51,225 0 5,965,590 4.0

11 予 備 費 200,000 0 0 0 200,000 0.1

100.0 歳  出  合  計 157,434,657 33,204 △ 6,957,564 321,396 150,831,693
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（５）繰越明許費

　　　平成３０年度から令和元年度に繰り越して使用できるものと定めた事業及び限度額は

　　下表のとおりです。

款 事　　　　　業　　　　　名 限　　度　　額

千円

福 祉 費 5,289

民間保育所運営支援事業 5,289

産 業 経 済 費 319,391

プレミアム付商品券事業 319,391

土 木 費 134,602

駅周辺バリアフリー化整備事業 89,111

仮称赤羽台のもり公園整備 45,491
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 ２ 特別会計 

 
（１）補正予算（２月）主要事業 
   ◎国民健康保険事業会計 

○一般被保険者療養給付費（減額）             △１，２２２，６８９千円 
○一般被保険者高額療養費（減額）               △４３７，７３０千円 
○一般被保険者医療給付費（減額）              △１３４，５１７千円 

 
   ◎介護保険会計 

○施設介護サービス給付費（増額）               ５００，０００千円 
○居宅介護サービス給付費（減額）              △５１０，５００千円 
〇介護予防訪問型サービス費（減額）             △１００，０００千円 

     
   ◎後期高齢者医療会計 

○広域連合分賦金（減額）                  △１７６，４６３千円 
〇健康診査費（減額）                     △１９，８３６千円 

    

（２）補正予算(２月)の概要 
 

  
   会  計  区  分 前 期 ま で の 

 予   算   額 
 補 正 予 算 額 
    ２   月 

 
  予  算  額  計 

 

 
 国民健康保険事業会計 

              千円 
    40,168,172 

             千円 
  △1,844,883 

              千円 
    38,323,289 

 介 護 保 険 会 計     31,578,051     △133,831     31,444,220 

 
 後 期 高 齢 者 医 療 会 計      8,911,206 

 

    △201,439 

 

     8,709,767 
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４ 平成３０年度歳入歳出予算の執行状況 
 
  平成３０年度における収支の状況は、下表のとおりです。 
 
  （収  入）                                             （平成３１年３月３１日現在）  
  

  会  計  区  分 
  予 算 現 額 
     （Ａ） 

  収 入 済 額 
     （Ｂ） 

差引過△不足額 
  （Ｂ－Ａ） 

 収 入 率 
(Ｂ/Ａ×100) 

 
 一 般 会 計 

            千円 
  150,899,589 

             千円 
  140,796,614 

            千円 
 △10,102,975 

         % 
     93.3 

 国民健康保険事業会計    38,323,289    35,102,327   △3,220,962      91.6 

 中小企業従業員退職金等  
 共 済 事 業 会 計       114,613        92,128      △22,485      80.4 

 介 護 保 険 会 計    31,444,220    30,113,875   △1,330,345      95.8 

 
 後 期 高 齢 者 医 療 会 計     8,709,767     8,373,438     △336,329      96.1 

 
 
  （支  出）                                               （平成３１年３月３１日現在）  
  

  会  計  区  分 
  予 算 現 額 
     （Ａ） 

  支 出 済 額 
     （Ｂ） 

 予 算 残 額 
  （Ａ－Ｂ） 

 執 行 率 

(Ｂ/Ａ×100) 

 
 一 般 会 計 

             千円 
  150,899,589 

             千円 
  132,576,481 

 

            千円 
   18,323,108 

         % 
     87.9 

 国民健康保険事業会計    38,323,289    35,072,837     3,250,452      91.5 

 中小企業従業員退職金等  
 共 済 事 業 会 計      114,613       104,484        10,129      91.2 

 介 護 保 険 会 計    31,444,220    26,736,276     4,707,944      85.0 

 
 後 期 高 齢 者 医 療 会 計     8,709,767     8,442,578      267,189      96.9 

 
    ※収入、支出ともに、「予算現額（Ａ）」欄の金額には、平成２９年度からの繰越額が含まれて

います。一般会計には繰越明許費６，７８９万６千円が含まれています。 

  ※「収入済額（Ｂ）」欄と「支出済額（Ｂ）」欄の金額は平成３１年３月３１日現在のもので、 
   出納整理期間（平成３１年４月１日～令和元年５月３１日）の金額は含まれません。そのため、 

最終的な決算額とは異なります。 
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◎一般会計収支状況（款別）

  （収　入） （平成３１年３月３１日現在）

収 入 率

（B/A×100）
千円 千円 千円 ％

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税

交 付 金

※本表には平成２９年度からの繰越明許費６，７８９万６千円が含まれています。

款
予算現額
（Ａ）

収入済額
（Ｂ）

差引過△不足額
（Ｂ－Ａ）

1 特 別 区 税 29,338,000 27,192,950 △ 2,145,050 92.7

2 地 方 譲 与 税 450,000 305,382 △ 144,618 67.9

3 利 子 割 交 付 金 84,000 115,066 31,066 137.0

4 配 当 割 交 付 金 307,000 383,971 76,971 125.1

5
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

264,000 314,642 50,642 119.2

6 地 方 消 費 税 交 付 金 5,912,000 6,116,754 204,754 103.5

7 自動車取得税交付金 248,000 270,344 22,344 109.0

8 地 方 特 例 交 付 金 208,000 204,150 △ 3,850 98.1

9 特 別 区 交 付 金 56,288,000 56,461,749 173,749 100.3

10 23,000 23,395 395 101.7

11 8,000 8,535 535 106.7

12 分 担 金 及 び 負 担 金 2,773,424 2,692,491 △ 80,933 97.1

13 使 用 料 及 び 手 数 料 2,869,985 2,621,368 △ 248,617 91.3

14 国 庫 支 出 金 26,521,417 23,974,050 △ 2,547,367 90.4

15 都 支 出 金 9,645,598 8,206,221 △ 1,439,377 85.1

16 財 産 収 入 177,111 131,786 △ 45,325 74.4

17 寄 付 金 15,067 15,067 0 100.0

18 繰 入 金 5,682,691 5,282,315 △ 400,376 93.0

19 繰 越 金 2,365,143 2,365,142 △ 1 100.0

20 諸 収 入 3,604,153 3,111,236 △ 492,917 86.3

21 特 別 区 債 4,115,000 1,000,000 △ 3,115,000 24.3

  収  入  合  計 150,899,589 140,796,614 △ 10,102,975 93.3
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  （支　出） （平成３１年３月３１日現在）

執　行　率

（B/A×100）
千円 千円 千円 ％

※本表には平成２９年度からの繰越明許費６，７８９万６千円が含まれています。
　

款
予算現額
（Ａ）

支出済額
（Ｂ）

予算残額
（Ａ－Ｂ）

1 議 会 費 785,973 759,433 26,540 96.6

2 総 務 費 16,049,899 11,954,093 4,095,806 74.5

3 福 祉 費 80,278,399 74,344,331 5,934,068 92.6

4 衛 生 費 4,714,711 3,968,640 746,071 84.2

5 環 境 費 4,841,595 4,455,594 386,001 92.0

6 産 業 経 済 費 3,094,583 2,606,062 488,521 84.2

7 土 木 費 10,760,085 7,502,135 3,257,950 69.7

8 教 育 費 20,907,216 17,837,549 3,069,667 85.3

9 公 債 費 3,462,167 3,184,518 277,649 92.0

10 諸 支 出 金 5,965,590 5,964,126 1,464 100.0

11 予 備 費 39,371 0 39,371 0.0

  支　出  合  計 150,899,589 132,576,481 18,323,108 87.9
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５ 区民の負担の状況 
 

平成３１年３月３１日現在の特別区民税（現年課税分）の調定額は、約２７１億４，０５７万円で

す。これを区民１人あたり及び１世帯あたりにしますと下記のようになります。 
                              １ 人 あ た り    77,041円 
                              １世帯あたり    137,501円 
                     平成３１年４月１日現在の住民基本台帳人口と世帯数 
                              日 本 人 人 口  329,748人 
                              外 国 人 人 口     22,541人 
                              世  帯  数   197,385世帯 
 
                              ６ 区 の 財 産 

 
区民の皆さんが利用する公園、学校、保育園、図書館、区民センターなどの土地、建物や有価証券

など区の財産は下表のとおりです。 
                                                  （平成３１年３月３１日現在）  
    種      別    数      量  

  土        地            1,229,067㎡ 

  建        物              707,847㎡ 

  権    利    等                1,646㎡ 

  株    券    等                 108株 

  出 資 に よ る 権 利                   12件 
 
                                                                        
                               
          ７ 特別区債の状況 
  

学校の改築や区民センターなどの施設建設、公園の用地取得などは一時に多額の費用を必要としま

す。これらの施設は、区民の皆さんが長期にわたって利用するものです。そこで、毎年度の財政負担

をならし、その費用を将来の区民の方々にも負担して頂くという考えのもと、国や民間からの資金を

長期に借り入れることがあります。これを「特別区債」といいます。 
 特別区債の現在高は、下表のとおりです。 
 
 

 平成29年度末 
 現 在 高 
    （Ａ） 

 平 成 3 0年 度 
 発 行 見 込 額 
    （Ｂ） 

   平 成 3 0 年 度 償 還 見 込 額  平成30年度末 
 現在高見込額 
（Ａ＋Ｂ－Ｃ） 

元 金（Ｃ） 利   子 計 

           千円 

  27,575,918 

            千円 

    4,115,000 

          千円 

3,222,409 

          千円 

    171,943 

          千円 

3,394,352 

            千円 

   28,468,509 
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                           ８ 一 時 借 入 金 
  

  区の事業を行う際に、一時的に収入と支出のバランスがくずれ、区の現金が不足することがあり

ます。この場合、年度内に返済することを条件に、金融機関などから短期的に現金を借り入れて、

事業を執行していきます。これを「一時借入金」といいますが、今期は借入れを行う必要がありま

せんでした。 
 
 
 
                              む   す   び 
  

 以上、令和元年度当初予算の概況と平成３０年度下半期における本区の財政状況について、ご説

明しました。 
  令和元年度におきましては、区政をとりまく財政情勢を見回すと、内需を中心とした堅調な景気

回復が見込まれているものの、先行きのリスクとして、通商問題が世界経済に与える影響や海外経

済の不確実性、金融資本市場の変動の影響等に留意する必要があり、地方財政への影響が懸念され

るところです。今後とも効率的な行財政運営を基本に健全財政を維持し、施策の充実に努めてまい

ります。 
  区民の皆様のご理解とご協力をお願いいたします。 
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